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tion member i s provided. This connector i s
provided with: a first housing (10) having a
shape that encloses a terminal housing section
( 11) by means o f a peripheral wall section (17); a
second housing (60) that can fit t o the first hous
ing (10); a detection member (40) that detects the
fitting state o f both housings (10, 60) on the
basis of whether or not there i s motion to a de

24 tection position fi"om an initial position within
the space between the terminal housing section

2 1 ( 11) and the peripheral wall section (17); an
aperture section (22) that has the form o f a por
tion in the peripheral direction of the peripheral19
wall section (17) being notched and that exposes
the detection member (40) to the outer peripheral
side; and a deformation restriction section (23,
53) that i s formed fixim the peripheral wall sec
tion (17) and the detection member (40), and by
means o f fitting together, permits the movement
o f the detection member (40) between the initial
position and the detection position and restricts
the peripheral wall section (17) fixim deforming
i n a manner so as to change the aperture width of
the aperture section (22).
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明 細 書

発明の名称 ：コネクタ

技術分野

[0001 ] 本発明は、コネクタに関するものである。

背景技術

[0002] 特許文献 1 には、雄側ハウジングと雌側ハウジングの嵌合作業を終えたと

きに、雌側ハウジングに設けた検知部材が検知位置へ移動するか否かに基づ

いて、両ハウジングの嵌合状態を検知するコネクタが開示されている。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献 1 ：特許第 3 3 0 3 7 8 2 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0004] 雌側ハウジングは、端子収容部と、端子収容部を包囲する周壁部とを備え

て構成され、検知部材は、端子収容部の外面と周壁部の内面との間の空間内

に収容されている。そのため、端子収容部と検知部材と周壁部とが並ぶ方向

に関して、雌側ハウジングの寸法が大きくなっている。

本発明は上記のような事情に基づいて完成されたものであって、検知部材

が設けられているハウジングの小型化を図ることを目的とする。

課題を解決するための手段

[0005] 本発明は、

端子収容部を周壁部で包囲した形態の第 1ハウジングと、

前記第 1ハウジングと嵌合可能な第 2 ハウジングと、

前記端子収容部と前記周壁部との間の空間内において初期位置から検知位

置へ移動するか否かに基づいて、前記第 1ハウジングと前記第 2 ハウジング

の嵌合状態を検知する検知部材と、

前記周壁部の周方向における一部を切欠した形態であって、前記検知部材



を外周側へ露出させる開口部と、

前記周壁部と前記検知部材とに形成され、互いに嵌合することで、前記検

知部材の初期位置と検知位置との間での移動を許容し、且つ前記周壁部が前

記開口部の開口幅を変化させるように変形するのを規制する変形規制部とを

備えているところに特徴を有する。

発明の効果
[0006] この構成によれば、周壁部の開口部は検知部材を外周側へ露出させるよう

に開口しているので、検知部材の外周側には周壁部は存在しない。したがつ

て、検知部材の外周側に周壁部が存在する場合に比べると、第 1ハウジング

を小型化することができる。また、周壁部に開口部が形成されていると、周

壁部が開口部の開口幅を変化させるように変形することが懸念されるが、本

発明では、周壁部における開口部の開口縁の変形規制部と、検知部材に形成

した変形規制部とを嵌合させることにより、周壁部の変形を防止している。

図面の簡単な説明

[0007] [ 図1]実施例 1 において第 1ハウジングに検知部材を組み付けた状態をあらわ

す正面図

[図2]第 1ハウジングと第 2 ハウジングを嵌合する前の状態をあらわす平面図

[図3]第 1ハウジングと第 2 ハウジングが正規嵌合し、検知部材が検知位置へ

変位した状態をあらわす平面図

[図4]第 1ハウジングと第 2 ハウジングを嵌合する前の状態において、図 1の

A _ A線の高さで切断した平断面図

[図5]第 1ハウジングと第 2 ハウジングが正規嵌合し、検知部材が検知位置へ

変位した状態において、図 1のA _ A線の高さで切断した平断面図

[図6]第 1ハウジングのハウジング本体の正面図

[図7]第 1ハウジングの側面図

[図8]第 1ハウジングの平面図

[図9]検知部材の正面図

[図10]検知部材の側面図



[ 図11]検知部材の平面図

[図12]図2 のB _ B線断面図

[図13]第 1ハウジングと第 2 ハウジングの嵌合過程において、図2 のB _ B

線と同じ位置で切断した側断面図

[図14]第 1ハウジングと第 2 ハウジングの嵌合が図 1 3 の状態から更に進ん

だ状態において、図2 のB —B線と同じ位置で切断した側断面図

[図15]第 1ハウジングと第 2 ハウジングの嵌合が図 1 4 の状態から更に進ん

だ状態において、図2 のB —B線と同じ位置で切断した側断面図

[図16]図3 のC —C線断面図

[図17]図 1のD —D線断面図

[図18]図 1 3 と同じ状態において、図 1のD —D線と同じ位置で切断した側

断面図

[図19]図3 及び図 1 6 と同じ状態において、図 1のD —D線と同じ位置で切

断した側断面図

[図20]両ハウジングが正規嵌合し、検知部材を初期位置へ変位させてロック

アームをロック解除操作した状態において、図2 のB _ B線と同じ位置で切

断した側断面図

発明を実施するための形態
[0008] 本発明のコネクタは、

前記周壁部側の前記変形規制部を構成し、前記開口部の開口縁部から外周

側へ突出した形態のリブと、

前記検知部材側の前記変形規制部を構成し、前記リプを略周方向に挟むと

ともに、前記開口部の開口縁部と前記リプとを略径方向に挟む形態の溝部と

を備えていてもよい。

この構成によれば、開口部が周方向に拡がったり狭まったりすることを規

制できるのに加え、検知部材が周壁部に対して径方向へ相対変位することも

規制できる。

[0009] 本発明のコネクタは、



前記端子収容部 と前記周壁部 との間には、前記第 1 ハウジングと前記第 2

ハウジングを嵌合状態にロックするためのロックアームが配され、

前記端子収容部 と前記口ックアームが並ぶ方向に関 して、前記検知部材と

前記口ックアームが少な くとも部分的に重なる形態であつてもよい。

この構成によれば、端子収容部 とロックアームが並ぶ方向に関 して、検知

部材とロックアームが少な くとも部分的に重なるので、第 1 ハウジングを小

型化することができる。

[001 0] < 実施例 1 >

以下、本発明を具体化 した実施例 1 を図 1 〜図 2 0 を参照 して説明する。

本実施形態のコネクタは、合成樹脂製の第 1 ハウジング 1 0 と、第 1 ハウジ

ング 1 0 に取 り付けた合成樹脂製の検知部材 4 0 と、第 1 ハウジング 1 0 に

取 り付けた金属製のパネ部材 5 6 と、合成樹脂製の第 2 ハウジング 6 0 とを

備えて構成されている。

[001 1] < 第 1 ハウジング 1 0 の構成>

図 1 に示すように、第 1 ハウジング 1 0 は、端子収容部 1 1 と、端子収容

部 1 1 を包囲する周壁部 1 7 とからなる。図 1 3 に示すように、端子収容部

1 は、ハウジング本体 1 2 と、ハウジング本体 1 2 の前端部に組み付けた

フロン ト部材 1 3 とから構成される。端子収容部 1 1 には、左右一対の雌端

子金具 1 4 が収容されている。

[001 2 ] 端子収容部 1 1 (ハ ウジング本体 1 2 ) の上面 1 5 には、幅方向中央部を

段差状に突出させた形態の第 1 ス トツバ 1 6 が形成されている。第 1 ス トツ

' く 6 は、後述する検知部材 4 0 がパネ部材 5 6 で検知位置側へ付勢されて

いる状態において、検知部材 4 0 を初期位置に保持するための手段である。

[001 3 ] < 周壁部 1 7 >

図 1 に示すように、周壁部 1 7 は、端子収容部 1 1 の下面と対向する下壁

部 1 8 と、端子収容部 1 1 の側面と対向する左右一対の側壁部 1 9 と、両側

壁部 1 9 の上端縁 （下壁部 1 8 とは反対側の端縁）から内側へ片持ち状に張

り出す左右一対の張出部 2 0 とから構成されている。端子収容部 1 1 の外周



面 と周壁部 1 7 の内周面 との間の空間は、第 2 ハ ウジ ング 6 0 の フー ド部 6

2 を嵌入 させ るための嵌合空間 2 とな っている。嵌合空間 2 は、第 1 ハ

ウジ ング 1 0 の前方 （正面側） に開放 されている。

[0014] 周壁部 1 7 は、周方向における一部 （上面部）が切欠 された形態であ り、

この切欠 された部分 は、嵌合空間 2 1 及び検知部材 4 0 を周壁部 1 7 の外周

側 （上方）へ露 出させ る開 口部 2 2 とな っている。 図 8 に示すように、前後

方向 （両ハ ウジ ング 1 0 ， 6 0 の嵌合方向 と平行な方向） における開 口部 2

2 の形成範 囲は、周壁部 1 7 の前端 か ら後端 に至 る全領域 であ り、 開 口部 2

2 は第 1 ハ ウジ ング 1 0 の前方へ開放 されている。 図 1 3 に示すように、周

壁部 1 7 の前端 は、前後方向において端子収容部 1 1 の前端 と同 じ位置 にあ

る。周壁部 1 7 の後端 は、端子収容部 1 1 の前後方向における略中央位置 に

おいて、端子収容部 1 1 の外周 に連な っている。 つ ま り、周壁部 1 7 は、前

方へ 片持ち状 に延 出 した形態である。

[001 5] 図 1 ， 6 に示すように、周壁部 1 7 には、左右対称 な一対の リブ 2 3 が形

成 されている。 リブ 2 3 は、張 出部 2 0 の延 出端縁、 つ ま り、 開 口部 2 2 の

開 口領域 における左右両側縁 に沿 つて、前後方向に直線状 に延びた形態であ

る。 リプ 2 3 は、周壁部 1 7 の外周側へ突出 した形態である。 この リブ 2 3

は、周壁部 1 7 が開 口部 2 2 の開 口幅 を変化 させ るように変形 するのを規制

する機能 と、検知部材 4 0 を初期位置 と検知位置 との間で移動する際のガイ

ドと しての機能 を兼ね備 えている。

[001 6] 図 1 ， 6 に示すように、周壁部 1 7 には、張 出部 2 0 の前端縁 （正面側 の

端縁）か ら内周側 （嵌合空間 2 1 側）へ突出 した形態の覆 い部 2 4 がー体形

成 されている。覆 い部 2 4 は、左右対称 に一対設 け られている。周方向にお

ける覆 い部 2 4 の形成領域 は、側壁部 1 9 の上端部 か ら、張 出部 2 0 の全領

域 に亘 る範 囲である。第 1 ハ ウジ ング 1 0 の正面側 か ら見た とき、 つ ま り両

ハ ウジ ング 1 0 ， 6 0 の嵌合方向 と平行 に投影 した仮想投影面 （図示省略）

上 において、覆 い部 2 4 は、検知部材 4 0 の前面壁 5 0 と対応する形状 配

置 とな っている。



[001 7] < ロックァ一厶 2 5 >

図 6 ~ 8 に示すように、端子収容部 1 1 を構成 するハ ウジ ング本体 1 2 に

は、 ロックアーム 2 5 が一体 に形成 されている。 ロックアーム 2 5 は、端子

収容部 1 1 の上面 1 5 か ら突出 した左右一対の脚部 2 6 と、脚部 2 6 か ら前

方及び後方へ端子収容部 1 1 の外面 に沿 うように片持ち状 に延 出 した略平板

状 のアーム部 2 7 とを一体 に形成 したものである。 ロックアーム 2 5 は、嵌

合空間 2 内において、端子収容部 1 1 の上面 1 5 と略平行 に対向するよう

に配 されている。 ロックアーム 2 5 は、脚部 2 6 を支点 と して、 シ一 ソ一状

に弾性変形 し得 るようにな つている。

[001 8] ロックアーム 2 5 の前端部 （第 1 ハ ウジ ング 1 0 の正面側 の端部） には、

下方 （端子収容部 1 1 ) に向か って突出するロック突起 2 8 が形成 されてい

る。 ロック突起 2 8 の幅方向 （ロックアーム 2 5 の弾性変位方向及び両ハ ウ

ジ ング 1 0 ， 6 0 の嵌合方向の両方向 と交差 する方向） における形成範 囲は

、 ロックアーム 2 5 の中央部 のみである。 図 2 に示すように、 ロックアーム

2 5 の前端部 には、 ロック突起 2 8 が形成 されていない幅方向両端部 を切欠

した形態の左右一対の切欠部 2 9 が形成 されている。 そ して、 ロックアーム

5 の前端部 の うち両切欠部 2 9 の間において ロック突起 2 8 が形成 されて

いる部分 は、幅狭部 3 0 とな っている。

[001 9] 図 6 ~ 8 に示すように、 ロックアーム 2 5 の後端部 には、端子収容部 1 1

か ら遠 ざかる方向 （ロック突起 2 8 とは反対側）へ突出 した形態の ロック解

除操作部 3 が形成 されている。端子収容部 1 1 の上面 1 5 とロックァ一厶

2 5 とが対向する方向 （以下、 「高 さ方向」 とい う） において、端子収容部

1 の上面 1 5 を基準 とするロック解除操作部 3 の外面 3 S の高 さは、

ァ一厶部 2 7 の外面 よ りも高い。 つ ま り、 ロック解除操作部 3 1 の外面 3 1

S は、 ロックアーム 2 5 の うち端子収容部 1 1 の上面 1 5 か ら最 も遠 い位置

(最 も高い位置） に位置する。 また、 ロック解除操作部 3 の外面 3 S は

、周壁部 1 7 の リブ 2 3 の上端縁 よ りも高い位置 にある。

[0020] アーム部 2 7 の上面 には、後述する検知部材 4 0 が初期位置か ら検知位置



側 へ移 動 した と きに、 検 知位 置 に到 達 した検 知部 材 4 0 の移 動 を規 制 す るた

め の第 2 ス トツバ 3 2 が突 出形 成 され て い る。 端 子収 容部 1 1 の上 面 1 5 を

基準 とす る第 2 ス トツバ 3 2 の外 面 （上 面 ） の位 置 は、 ロ ック解 除操 作部 3

の外 面 3 1 S よ りも低 いが、 リプ 2 3 の上端 縁 よ りも高 い位 置 で あ る。 第

2 ス トッパ 3 2 の幅 方 向 にお け る形 成 範 囲 は、 ロ ックアー ム 2 5 の 中央部 の

み で あ り、 第 2 ス トッパ 3 2 の幅 寸法 は、 幅 狭部 3 0 の幅 寸法 よ りも小 さい

[0021 ] < 検 知部 材 4 0 >

図 9 ~ 1 1 に示 す よ うに、 検 知部 材 4 0 は、 検 知部 材 4 0 の外 面 4 0 S を

構 成 す る枠 部 4 と、 連結 部 5 4 とを一体 に形 成 して構 成 され て い る。 枠 部

4 1 は、 長 さ方 向 を幅 方 向 に向 けた前 枠 4 2 と、 前 枠 4 2 の左 右 両端 か ら後

方 へ 延 出す る左 右 対称 な一対 の側 枠 4 3 とか らな る。 端 子収 容部 1 1 の上 面

5 を基準 とす る高 さ方 向 にお いて、 前 枠 4 2 及 び側 枠 4 3 の上 面 は、 検 知

部 材 4 0 の うち最 も高 い位 置 に配 され た外 面 4 0 S とな って い る。 この外 面

4 O S の高 さは、 ロ ックアー ム 2 5 の外 面 3 S とほ ぼ同 じ高 さで あ る。

[0022] 図 1 3 に示 す よ うに、 前 枠 4 2 は、 端 子収 容部 1 1 の上 面 1 5 と略平 行 な

略平 板 状 をな す。 図 1 1 に示 す よ うに、 前 枠 4 2 の前 端 縁 は、 検 知部 材 4 0

の最 も前 端 に位 置 し、 左 右 方 向 にほ ぼ真 っ直 ぐに延 び て い る。 前 枠 4 2 の前

後 方 向 の寸法 は、 幅 方 向 中央部 で小 さ く、 幅 方 向 にお け る両端 側 で大 き くな

つて い る。 そ して、 前 枠 4 2 の幅 方 向両端 側 部 分 にお いて後 方 へ 張 り出 して

い る部 分 は、 一対 の補 強部 4 4 とな って い る。 この補 強部 4 4 は、 側 枠 4 3

の前 端 部 に連 な って お り、 前 枠 4 2 の強度 を高 め るため の手 段 と して機 能 す

る。 また、 一対 の補 強部 4 4 の幅 方 向 にお け る形 成領 域 は、 ロ ックアー ム 2

5 の切 欠部 2 9 と対 応 す る領 域 、 つ ま り幅 狭部 3 0 と非 対 応 の範 囲 で あ る。

[0023] 図 3 ， 1 6 に示 す よ うに、 前 枠 4 2 の うち一対 の補 強部 4 4 で挟 まれ た 中

央部 分 は、 検 知部 材 4 0 がパ ネ部 材 5 6 の付 勢 に よ って初期 位 置 か ら検 知位

置側 へ押 し動 か され た と きに、 第 2 ス トツバ 3 2 に当接 す る こ とで検 知部 材

4 0 を検 知位 置 に保 持 す るため の手 段 と して機 能 す る。 また、 図 1 6 に示 す



ように、前枠 4 の全幅領域は、ロック位置のロックアーム 2 5 が、ロック

解除位置へ弾性変位するのを規制するためのロック解除規制手段として機能

する。

[0024] 図 9 ， 0 ， 7 に示すように、側枠 4 3 は、左右一対のバネ収容部 4 5

を備える。パネ収容部 4 5 は、軸線を前後方向に向けて後端が後面壁 4 7 で

部分的に塞がれた円筒部 4 6 と、円筒部 4 6 の前端に面一状に連なる円弧状

部 4 8 とから構成される。円弧状部 4 8 の周方向における形成領域は、円筒

部 4 6 を上下左右の4 つの四半円弧領域に仮想的に分割 したときに、上部の

四半円弧領域と、 2 つの側部のうち幅方向において外側に位置する側部の四

半円弧領域とに対応する範囲である。

[0025] 図 9 ， 1 7 に示すように、円筒部 4 6 と円弧状部 4 8 で包囲された前後方

向に細長い空間は、パネ収容空間4 9 となっている。パネ収容空間4 9 内に

は、圧縮コイルパネからなるパネ部材 5 6 が同軸状に収容されている。円弧

状部 4 8 の前端縁には、内側へ突出する前面壁 5 0 が形成されている。前面

壁 5 0 の前面は、前枠 4 2 の前端縁よりも少 し後方に位置する。前面壁 5 0

は、パネ収容空間4 9 の前端の開口領域を部分的に覆い隠す。パネ部材 5 6

は、後面壁 4 7 と前面壁 5 0 との間で挟まれることにより、パネ収容空間4

9 からの離脱を規制されている。パネ部材 5 6 の前端部のうち、前面壁 5 0

と非対応の領域は、前方 （正面側）へ露出している。

[0026] 図 9 に示すように、側枠 4 3 は、パネ収容部 4 5 に一体形成された立壁部

5 を有する。立壁部 5 は、パネ収容部 4 5 の上面における内側の側縁部

から上方へ立ち上がった形態であり、前後方向に直線状に延びている。立壁

部 5 1 の上端縁は、前枠 4 2 の左右両端に対 して略直角に連なっている。側

枠 4 3 は、立壁部 5 1 に一体形成された庇部 5 2 を有する。庇部 5 2 は、立

壁部 5 の上端縁から幅方向における外側へ張り出し、パネ収容部 4 5 に接

近するように斜め下方へ片持ち状に延出した形態である。庇部 5 2 も、立壁

部 5 と同様、前後方向に延びている。立壁部 5 の上端縁と庇部 5 2 の上

端面は、前枠 4 2 の上面と同 じく、検知部材 4 0 の外面 4 0 S を構成する。



[0027] 側枠 4 3 は、左右一対の溝部 5 3 を有する。溝部 5 3 は、パネ収容部 4 5

の上面 と、立壁部 5 と、庇部 5 2 で囲まれた形態であ り、前端が開放 され

ている。 また、溝部 5 3 は、その全長に亘 り、幅方向における外方にも開放

されている。溝部 5 3 は、 リブ 2 3 と協動することにより、周壁部 1 7 が開

口部 2 2 の開口幅を変化させるように変形するのを規制する機能 と、検知部

材 4 0 を初期位置 と検知位置 との間で移動する際のガイ ドと しての機能 とを

発揮する。

[0028] 図 1 1 に示すように、連結部 5 4 は、側枠 4 3 の後端 における下端部同士

(円筒部 4 6 同士）を連結 している。検知部材 4 0 は、 この連結部 5 4 と枠

部 4 1 により、平面形状が略方形 をなす枠状 に構成 されている。連結部 5 4

には、前方へ片持ち状 に延出 した形態の橈み係止片 5 5 が形成 されている。

橈み係止片 5 5 は、幅方向における中央部 に位置 し、上下方向 （端子収容部

1 1 の上面 1 5 に対 して接近 離間する方向）へ弾性変位 し得 るようになつ

ている。

[0029] 上記構成 になる検知部材 4 0 は、第 1 ハ ウジング 1 0 に対 し初期位置 と検

知位置 との間での移動可能に組み付けられている。初期位置は、検知部材 4

0 の変位範囲における前端 に設定され、検知位置は、検知部材 4 0 の変位範

囲における後端 に設定されている。図 1 ， 4 に示すように、検知部材 4 0 は

、第 1 ハ ウジング 1 0 の後方か ら溝部 5 3 を リブ 2 3 に嵌合させるように し

て組み付けられる。 リプ 2 3 と溝部 5 3 の嵌合により、検知部材 4 0 は、初

期位置 と検知位置 との間で円滑に移動 し得 るようにガイ ドされる。

[0030] 検知部材 4 0 が第 1 ハ ウジング 1 0 に組み付けられた状態では、パネ収容

部 4 5 の少な くとも前端側領域が嵌合空間 2 内に位置 し、立壁部 5 が開

口部 2 2 を貫通 し、前枠 4 2 の全体 と庇部 5 2 の全体が周壁部 1 7 よりも外

周側 （嵌合空間 2 1 の外部）に位置する。 また、図 3 に示すように、左右両

側枠 4 3 の内側の縁部は、 ロックアーム 2 5 ( アーム部 2 7 ) の左右両外側

縁 よりも少 し幅方向外方に位置する。

[0031 ] また、図 1 2 ， 1 4 ~ 1 6 に示すように、 ロックアーム 2 5 がロック位置



にあるときに、高さ方向においては、ロックアーム 2 5 の全体が、検知部材

4 0 の上端から下端に至る高さ範囲内に収まるように位置する。連結部 5 4

の前端部と橈み係止片 5 5 の全体は、ロックアーム 2 5 の下方 （ロックァ一

厶 2 5 と端子収容部 1 1 との間）に位置する。前枠 4 2 は、ロックアーム 2

5 のアーム部 2 7 よりも上方に位置する。

[0032] 検知部材 4 0 が初期位置にある状態では、図 1 2 に示すように、側枠 4 3

のパネ収容部 4 5 の前端面 4 5 F が周壁部 1 7 の覆い部 2 4 に対 して後方か

ら当接するとともに、橈み係止片 5 5 の前端部が第 1 ス トッ ノ《1 6 に対 して

前方から係止する。この覆い部 2 4 への当接と第 1 ス トッパ 1 6 への係止に

より、検知部材 4 0 は初期位置に保持される。尚、パネ収容部 4 5 の前端面

4 5 F は、立壁部 5 と前枠 4 2 の最前端面よりも後方に位置する。検知部

材 4 0 が検知位置にある状態では、図 1 6 に示すように、橈み係止片 5 5 が

第 1 ス トツバ 1 6 から外れ、前枠 4 2 が第 2 ス トツバ 3 2 に対 して前方 （初

期位置側）から当接する。この当接作用により、検知部材 4 0 は、検知位置

よりも後方への変位を規制される。

[0033] 検知部材 4 0 が初期位置にある状態では、図 2 ， 1 2 に示すように、前枠

4 2 が、ロックアーム 2 5 の前端縁の前方に位置する。つまり、前枠 4 2 の

後縁のうち補強部 4 4 が形成されていない中央部の後縁が、ロックァ一厶 2

5 の幅狭部 3 0 の前端縁よりも少 し前方に位置する。 したがって、図 1 3 に

示すように、ロックアーム 2 5 は、ロック突起 2 8 が形成されている前端側

領域を上方へ変位させて枠部 4 で囲まれた空間内に進出させるロック解除

位置へ弾性変位することができる。検知部材 4 0 が検知位置にある状態では

、図 3 ， 1 6 に示すように、前枠 4 2 が、ロックアーム 2 5 の前端縁の上方

に重なるように位置する。 したがって、ロックアーム 2 5 がロック解除位置

へ弾性変位 しょうとしても、前枠 4 2 に当接するので、ロックアーム 2 5 は

、ロック解除位置への弾性変位を規制され、ロック位置に保持される。

[0034] < 第 2 ハウジング6 0 >

図 2 ， 2 に示すように、第 2 ハウジング6 0 は、端子保持部 6 1 と、端



子保持部 6 か ら正面側に向かって角筒状に延出するフー ド部 6 2 とを一体

に形成 して構成されている。 フー ド部 6 2 を構成する上面壁 6 3 には、その

外面 （上面）か ら突出するロック用受け部 6 4 が形成されている。 フー ド部

6 2 の上面壁 6 3 には、 ロック用受け部 6 4 を幅方向に挟むように配された

—対の押圧部 6 5 が突出形成されている。両ハウジング 1 0 ， 6 0 を嵌合す

る際には、 フー ド部 6 2 が嵌合空間 2 内に嵌入されるようになっている。

[0035] < 実施例の作用及び効果>

両ハウジング 1 0 ， 6 0 を嵌合する際には、予め、図 1 2 に示すように検

知部材 4 0 を初期位置に保持 してお く。そ して、 フー ド部 6 2 を嵌合空間 2

1 に進入させることにより、両ハウジング 1 0 ， 6 0 の嵌合が開始される。

嵌合が進む過程では、図 1 3 に示すように、 ロックアーム 2 5 の前端部 （幅

狭部 3 0 ) にロック用受け部 6 4 が突き当たる。 このロック用受け部 6 4 の

押圧作用により、 ロックアーム 2 5 のうち脚部 2 6 よりも前方の領域が、上

方 （ロック解除方向）へ弾性変位させ られて枠部 4 で囲まれた空間内に進

出 し、 ロック突起 2 8 がロック用受け部 6 4 に乗 り上がる。

[0036] 両ハウジング 1 0 ， 6 0 の嵌合が開始 してか ら図 1 3 の状態まで嵌合が進

む間、図 1 8 に示すように、バネ部材 5 6 が、 フ一 ド部 6 の押圧部 6 5 で

前方か ら押されて後面壁 4 7 との間で弾縮変形させ られる。 このバネ部材 5

6 の弾性変形により、検知部材 4 0 には、初期位置か ら検知位置に向かう方

向への付勢力が付与される。 しか し、図 1 3 に示すように、橈み係止片 5 5

は第 1ス トッ ノ《1 6 に係止 した状態に保たれているので、検知部材 4 0 は、

検知位置側へ付勢されたまま、初期位置に留まつている。

[0037] 図 1 3 の状態か ら嵌合が少 し進むと、図 1 4 に示すように、 ロック突起 2

8 がロック用受け部 6 4 を通過するので、 ロックアーム 2 5 は弾性復帰 し、

ロック突起 2 8 がロック用受け部 6 4 に係止する。 この係止作用により、両

ハウジング 1 0 ， 6 0 が離脱規制状態にロックされるが、係止 した時点では

、第 1ハウジング 1 0 の前端面 と第 2 ハウジング 6 0 の端子保持部 6 の前

端面 （フー ド部 6 2 の奥端面）との間に、更なる嵌合動作の継続を可能にす



る ク リアラ ンスが確保 され て い る。 また、 図 1 4 の状 態 で は、 フー ド部 6 2

の上面壁 6 3 の先端縁 が橈 み係 止 片 5 5 の前端 に当接 す る ことによ り、橈 み

係 止 片 5 5 が少 し上方へ弾性 変位 し、橈 み係 止 片 5 5 と第 1 ス トツバ 1 6 と

の係 止代 が減 少す る。

[0038] そ して、 図 1 4 の状 態 か ら嵌合 が進 む と、 図 1 5 に示 す よ うに、 両ハ ウジ

ング 1 0 ， 6 0 が突 き当た って嵌合動作 が停 止 す る。 この間、橈 み係 止 片 5

5 が、 フ一 ド部 6 2 の上面壁 6 3 によ って更 に上方へ変位 させ られ るので、

橈 み係 止 片 5 5 が第 1 ス トツバ 1 6 か ら完全 に外 れ る。 す る と、検 知部 材 4

0 が、 パ ネ部 材 5 6 の付勢 によ って初期位 置 か ら検 知位 置へ 一気 に移 動 し、

図 1 6 及び 図 1 9 に示 す よ うに、前枠 4 2 が第 2 ス トツバ 3 2 に当接 して、

検 知部 材 4 0 が検 知位 置 で停 止 す る。検 知部 材 4 0 が検 知位 置へ変位 した こ

とは、 目視 及び、前枠 4 2 と第 2 ス トツバ 3 2 との衝 突音 とによ って知 る こ

とがで きる。

[0039] 検 知部 材 4 0 が検 知位 置 に変位 す る と、 両ハ ウジ ング 1 0 ， 6 0 の嵌合 が

完 了す る。 も し、 両ハ ウジ ング 1 0 ， 6 0 の嵌合 が不 完全 な状 態 で嵌合作業

を中断 した場合 は、検 知部 材 4 0 が検 知位 置へ移 動 せ ず、 初期位 置 に留 ま つ

た ままであ る。 したが って、検 知部 材 4 0 が初期位 置 か ら検 知位 置へ移 動 し

たか否 か に基 づ いて、 作業者 は、 両ハ ウジ ング 1 0 ， 6 0 が正規 嵌合 され た

か否 か を検 知 す る ことがで きる。

[0040] 本実施例 で は、 両ハ ウジ ング 1 0 ， 6 0 の嵌合 を開始 してか ら嵌合 完 了に

至 る過程 で、 まず、 両ハ ウジ ング 1 0 ， 6 0 が ロ ックアーム 2 5 によ って正

規 嵌合状 態 に ロ ックされ、 その後 で、検 知部 材 4 0 の検 知位 置へ の移 動 が許

容 され る。 したが って、 嵌合作業 を半嵌合状 態 で 中断 した場合 には、検 知部

材 4 0 が初期位 置 に保 持 され るので、検 知部 材 4 0 を検 知位 置 か ら初期位 置

に戻 す作業 を行 わ な くて も、 嵌合作業 を再 開す る ことがで きる。

[0041 ] 両 ハ ウジ ング 1 0 ， 6 0 が正規 嵌合 して ロ ックアーム 2 5 によ り離脱規制

され て い る状 態 で は、 ロ ックアーム 2 5 の前端部 は、検 知部 材 4 0 の前枠 4

2 によ りロ ック解 除方 向 （ロ ック用受 け部 6 4 か ら解離 す る方 向）へ の弾性



変位が規制されている。 したがって、ロック解除操作部 3 1 を押 し操作 した

り、ロック解除操作部 3 に対 して他部材が干渉 して押圧力を付与 しても、

ロック突起 2 8 がロック用受け部 6 4 に係止 した状態が維持され、ロックァ

—厶 2 5 によるロックが解除されることはない。

[0042] 嵌合状態にロックされている両ハウジング 1 0 ， 6 0 を離脱させる際には

、ロックアーム 2 5 をロック解除操作する前に、まず、検知位置にある検知

部材 4 0 をパネ部材 5 6 の付勢に杭 しながら初期位置へ移動させる。すると

、ロックァ一厶 2 5 の前端部が前枠 4 2 による変位規制から解放されるので

、ロックアーム 2 5 はロック解除方向への弾性変位が可能な状態となる。 し

たがって、検知部材 4 0 を押 して初期位置に留め置いた状態のまま、ロック

解除操作部 3 1 を下方へ押 し操作すれば、図 2 0 に示すように、ロックァ一

厶 2 5 がシ一ソ一状に弾性変位 して、ロック突起 2 8 がロック用受け部 6 4

から解離 し、ロックアーム 2 5 によるロックが解除される。この後は、ロッ

クアーム 2 5 をロック解除位置へ変位させた状態のままで、両ハウジング 1

0 ， 6 0 を引き離せばよい。

[0043] 本実施例のコネクタは、端子収容部 1 1 を周壁部 1 7 で包囲 した形態の第

1ハウジング 1 0 と、第 1ハウジング 1 0 と嵌合可能な第 2 ハウジング6 0

と、端子収容部 1 1 と周壁部 1 7 との間の嵌合空間 2 内において初期位置

から検知位置へ移動するか否かに基づいて両ハウジング 1 0 ， 6 0 の嵌合状

態を検知する検知部材 4 0 を備えている。さらに、周壁部 1 7 の周方向にお

ける一部を切欠 した形態であって検知部材 4 0 を外周側へ露出させる開口部

2 2 と、周壁部 1 7 と検知部材 4 0 とに形成され、互いに嵌合することで、

検知部材 4 0 の初期位置と検知位置との間での移動を許容 し、且つ周壁部 1

7 が開口部 2 2 の開口幅を変化させるように変形するのを規制する変形規制

部 （リブ2 3 と溝部 5 3 ) とを備えている。

[0044] この構成によれば、周壁部 1 7 の開口部 2 は検知部材 4 0 を外周側へ露

出させるように開口しているので、検知部材 4 0 の外周側には周壁部 1 7 は

存在 しない。 したがって、検知部材の外周側に周壁部が存在する場合に比べ



ると、本実施例のコネクタは、第 1ハウジング 1 0 を小型化することができ

る。また、周壁部 1 7 に開口部 2 2 が形成されていると、周壁部 1 7 が開口

部 2 2 の開口幅を変化させるように変形することが懸念されるが、本実施例

では、周壁部 1 7 における開口部 2 2 の開口縁のリブ2 3 と、検知部材 4 0

に形成 した溝部 5 3 とを嵌合させることにより、周壁部 1 7 の変形を防止 し

ている。

[0045] また、周壁部 1 7 の変形規制部であるリプ2 3 は、開口部 2 の開口縁部

から外周側へ突出した形態であり、検知部材 4 0 側の変形規制部である溝部

5 3 は、 リブ2 3 を略周方向に挟むとともに、開口部 2 2 の開口縁部とリブ

2 3 とを略径方向に挟む形態である。この構成によれば、開口部 2 2 が周方

向に拡がったり狭まったりすることを規制できるのに加え、検知部材 4 0 が

周壁部 1 7 に対 して径方向へ相対変位することも規制できる。

[0046] また、端子収容部 1 1 と周壁部 1 7 との間の嵌合空間 2 内には、両ハウ

ジング 1 0 ， 6 0 を嵌合状態にロックするためのロックアーム 2 5 が配され

、端子収容部 1 1 とロックアーム 2 5 が並ぶ上下方向 （高さ方向）に関 して

、検知部材 4 0 とロックアーム 2 5 が少なくとも部分的に重なる形態である

。このように、端子収容部 1 1 とロックアーム 2 5 が並ぶ方向に関 して、検

知部材 4 0 とロックアーム 2 5 が少なくとも部分的に重なることにより、第

1ハウジング 1 0 を小型化することができる。

[0047] また、ロックアーム 2 5 と検知部材 4 0 は、第 1ハウジング 1 0 の上面 1

5 に沿うように配されており、検知部材 4 0 は、検知部材 4 0 の外面 4 0 S

を構成 して、ロックアーム 2 5 を囲むとともにロックアーム 2 5 の外面 3

S を露出させる形態の枠部 4 を備えている。そして、枠部 4 は、第 1ハ

ウジング 1 0 の上面 1 5 とロックアーム 2 5 とが対向する上下方向 （高さ方

向）において、ロックアーム 2 5 の外面 3 S よりも内側に配されている。

この構成によれば、第 1ハウジング 1 0 の上面 1 5 とロックアーム 2 5 とが

対向する方向において、小型化を図ることができる。

[0048] また、本実施例のコネクタは、両ハウジング 1 0 ， 6 0 の嵌合過程で、第



2 ハ ウジング 6 0 の押圧部 6 5 で押 されることによ り検知部材 4 0 を検知位

置側へ付勢するパネ部材 5 6 と、両ハ ウジング 1 0 ， 6 0 の嵌合過程では検

知部材 4 0 をパネ部材 5 6 の付勢 に杭 して初期位置 に保持 し、両ハ ウジング

1 0 ， 6 0 が嵌合すると検知部材 4 0 の保持 を解除する第 1 ス トツバ 1 6 と

、枠部 4 1 を構成 し、検知部材 4 0 の移動方向 と交差する幅方向に延びた形

態の前枠 4 2 と、第 1 ス トツバ 1 6 の保持か ら解放 された検知部材 4 0 がバ

ネ部材 5 6 の付勢 によって検知位置 に到達 した ときに、前枠 4 2 を当接 させ

ることで検知部材 4 0 を検知位置 に停止させる第 2 ス トツノ《3 2 とを備 える

。 この前枠 4 2 には、第 1ハ ウジング 1 0 の上面 1 5 とロックアーム 2 5 と

が対向する上下方向 と交差する前後方向に肉盛 りした形態の補強部 4 4 が形

成 されているので、前枠 4 2 の全体 と しての強度が高 まる。 したが って、第

1ハ ウジング 1 0 の上面 1 5 とロックアーム 2 5 とが対向する方向において

、前枠 4 2 の厚 さを薄 くし、更なる小型化 を図ることが可能である。

[0049] また、検知部材 4 0 には、検知部材 4 0 が検知位置 にあるときにロックァ

ー厶 2 5 の ロック解除方向への弾性変位 を規制 し、且つ検知部材 4 0 が初期

位置 にあるときにロックァ一厶 2 5 の ロック解除方向への弾性変位 を許容す

るロック解除規制部 と しての前枠 4 2 が形成 されている。 そ して、 ロックァ

—厶 2 5 には、検知部材 4 0 が初期位置 にあるときに露出状態 とな って、直

接的な手作業 によるロック解除操作が可能 となるロック解除操作部 3 が形

成 されている。

[0050] この構成 によれば、嵌合状態の両ハ ウジング 1 0 ， 6 0 を離脱する際には

、 まず、検知位置 にある検知部材 4 0 を、パネ部材 5 6 の付勢 に杭 して初期

位置へ移動 させ、 その後、 ロック解除操作部 3 1 を、直接的な手作業 によ り

口ック解除操作 して、 ロックァ一厶 2 5 をロック解除方向へ弾性変位 させ、

この状態で、両ハ ウジング 1 0 ， 6 0 を引 き離す。つまり、本実施例では、

ロックアーム 2 5 によるロックを解除する際に、検知部材 4 0 を検知位置か

ら初期位置へ移動 させる作業 と、検知部材 4 0 か ら手 を離 して ロック解除操

作部 3 を操作する作業 とを別 々に行 う操作、つまりッ一アクシ ョンの操作



が必要である。 したが って、検知部材 4 0 や ロック解除操作部 3 1 に対 して

—方向に押圧 しただけでは、 ロックは解除 されず、両ハ ウジ ング 1 0 ， 6 0

をロック状態 に確実 に保持 してお くことがで きる。

[0051 ] また、両ハ ウジ ング 1 0 ， 6 0 の嵌合前 は、検知部材 4 0 が嵌合空間 2 1

内における正面側 開 口領域 に近 い初期位置 に配 され、両ハ ウジ ング 1 0 ， 6

0 が正規嵌合すると、検知部材 4 0 は嵌合空間 2 内における奥方の検知位

置へ変位 するようにな っている。 そ して、嵌合空間 2 1 の正面側 の開 口縁 か

ら延 出 した覆 い部 2 4 が、検知部材 4 0 を正面側 か ら覆 うように配 されてい

る。 この構成 によれば、両ハ ウジ ング 1 0 ， 6 0 の嵌合過程 で、 フー ド部 6

が嵌合空間 2 1 内の検知部材 4 0 に向か って進んでも、 フー ド部 6 2 は、

検知部材 4 0 に到達する前 に覆 い部 2 4 に当接 するので、両ハ ウジ ング 1 0

， 6 0 が未嵌合や半嵌合であるうちに、検知部材 4 0 が フー ド部 6 2 によつ

て検知位置へ押 し込 まれ ることはない。 したが って、検知部材 4 0 が フー ド

部 6 2 で押 され ることに起因 して検知動作不良を起 こす ことを、 防止で きる

[0052] また、覆 い部 2 4 は、周壁部 1 7 に一体 に形成 されていので、覆 い部 を周

壁部 とは別体の部 品 と した場合 に比べ ると、部 品点数 を削減 で きる。 さ らに

、覆 い部 2 4 は、検知部材 4 0 が検知位置か ら初期位置へ変位 した ときに、

検知部材 4 0 を初期位置で前止 ま りする形態である。 つ ま り、覆 い部 2 4 は

、検知部材 4 0 に対するフー ド部 6 2 の当接 を防止する機能 と、検知部材 4

0 を初期位置で前止 ま りする機能 とを兼ね備 えている。 したが って、検知部

材 4 0 を前止 ま りする手段 を覆 い部 2 4 とは別 に形成 する場合 に比べ ると、

第 1ハ ウジ ング 1 0 と検知部材 4 0 の形状 を簡素することがで きる。

[0053] < 他 の実施例 >

本発明は上記記述及び図面 によって説明 した実施例 に限定 され るものでは

な く、例 えば次のような実施例 も本発明の技術 的範 囲に含 まれ る。

( 1 ) 上記実施例 では、周壁部側 の変形規制部 が突出形態の リブであ り、

検知部材側 の変形規制部 が凹んだ形態の溝部 であるが、 これ とは逆 に、周壁



部側の変形規制部 を溝部 と し、検知部材側の変形規制部 を リプと してもよ く

、 また、周壁部側の リブと検知部材側の リブを周方向に対向させてもよい。

( 2 ) 上記実施例では、開口部が周壁部の前端か ら後端 に至 る全領域 に亘

つて開口 しているが、前後方向における開口部の形成領域 は、周壁部の前端

か ら後端 に至 る領域の うちの一部分だけであ ってもよい。

( 3 ) 上記実施例では、端子収容部 とロックアームが並ぶ方向に関 して、

検知部材 とロックアームを少な くとも部分的に重なる形態 と したが、端子収

容部 と口ックアームが並ぶ方向に関 して、検知部材 とロックアームが重な ら

ない形態 と してもよい。

符号の説明

0 第 1 ハ ウジング

端子収容部

1 7 周壁部

2 2 開 口部

2 3 リプ （周壁部側の変形規制部）

4 0 検知部材

5 3 溝部 （検知部材側の変形規制部）

6 0 第 2 ハ ウジング



請求の範囲

[ 請求項 1] 端子収容部 を周壁部で包囲 した形態の第 1 ハ ウジングと、

前記第 1 ハ ウジングと嵌合可能な第 2 ハ ウジングと、

前記端子収容部 と前記周壁部 との間の空間内において初期位置か ら

検知位置へ移動するか否かに基づいて、前記第 1 ハ ウジングと前記第

2 ハ ウジングの嵌合状態 を検知する検知部材 と、

前記周壁部の周方向における一部 を切欠 した形態であ って、前記検

知部材 を外周側へ露出させる開口部 と、

前記周壁部 と前記検知部材 とに形成 され、互いに嵌合することで、

前記検知部材の初期位置 と検知位置 との間での移動 を許容 し、且つ前

記周壁部が前記開口部の開口幅 を拡大させるように変形するのを規制

する変形規制部 とを備 えていることを特徴 とするコネクタ。

[ 請求項 2 ] 前記周壁部側の前記変形規制部 を構成 し、前記開口部の開口縁部か

ら外周側へ突出 した形態の リプと、

前記検知部材側の前記変形規制部 を構成 し、前記 リプを略周方向に

挟む とともに、前記開口部の開口縁部 と前記 リプとを略径方向に挟む

形態の溝部 とを備 えていることを特徴 とする請求項 1 記載のコネクタ

[ 請求項 3 ] 前記端子収容部 と前記周壁部 との間には、前記第 1 ハ ウジングと前

記第 2 ハ ウジングを嵌合状態 にロックするための ロックアームが配 さ

れ、

前記端子収容部 と前記 口ックアームが並ぶ方向に関 して、前記検知

部材 と前記 口ックアームが少な くとも部分的に重なる形態であること

を特徴 とする請求項 1 又は請求項 2 記載のコネクタ。
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